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1. はじめに 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は

死者・行方不明者合わせて 18,458 人 1)という未曽

有の被害をもたらした．現在， 4県 28 市町村 135

地区 2)において復興の高台移転事業が計画実施さ

れている．また震災後，国が発表した南海トラフ地

震の想定 3)によると死者数 32 万 3 千人という東日

本大震災をかるかに上回る被害想定となっている．

国は南海トラフ巨大地震の対策 4)5)として，高台移

転も含めた安全な都市立地の重要性を指摘してい

る．また，甚大な被害が想定されている 9 県 6)は，

国に対し高台移転の補助として東日本大震災被災

地と同等の特例措置の適用，もしくは国庫負担の

拡充を要請している．しかし，国は厳しい財政事情

により反応は芳しくない．また，津波避難困難者の

推計手法は自治体によって異なっている 7)‐10)．そ

のため，全国で津波避難困難者を比較することが

できず，防災移転をより優先的に実施すべき地域

が把握できない． 

災害と土地利用に関する先行研究として，森田

ら 11)は，東日本大震災の被災地の高台移転事業を

対象に集約型の都市構造を提案している．また，大

原ら 12)は南海トラフ沿岸域において将来的な人口

減少を見据えたうえで人口誘導や土地利用規制と

いった対策の必要性を指摘している．武田ら 13)は，

高知市を対象に多くの住民が移住に関心があるこ

とや移転費用が地震による被害額よりも低いこと

を示している．しかし，南海トラフ巨大地震を対象

に，将来人口を考慮した上で防災移転を全国で比

較検討した研究はない． 

そこで，本研究は，南海トラフ巨大地震で甚大な

被害が想定されている地域において津波避難困難

者を推計する．そして，地域の将来人口を推計した

上で，避難困難者対策の費用便益分析を行い，優先

的に実施すべき津波避難対策やその地域を明らか

にする． 

2-1. 津波避難困難者の推計と結果 

津波避難困難者の推計方法は表１に示す． 

表 1 津波避難困難者の推計方法 

 本研究 行政(例)14) 

避難可能 

時間 

避難先の津波到達時間 

‐300秒 
600秒 

避

難

距

離 

人口 建物の居住 15) メッシュ 

道路 道路（Open Street Map） 直線距離 x 

勾配 標高差 未考慮 

階段 避難先の津波浸水深 未考慮 

避難速度 

徒歩：0.62m/秒 16) 

0.75m/秒 徒歩：0.46m/秒 16) 

（乳幼児や高齢者） 

階段上り速度：0.21m/秒 未考慮 

避難困難者

の判断 

避難可能時間＜ 

避難距離/避難速度 

600秒＜

1.5x/0.75 

ただし，避難先が避難施設の場合，収容可能人数を超

える時は，収容可能人数を超えた時点で後から来た住

民は避難困難者とした．推計結果を図 1 に示す． 

図 1 全国の津波避難困難者の分布 

宮崎市では津波浸水想定区域内の住民のおよそ半数

に当たる約 2 万人の津波避難困難者を推計した．これ

は宮崎市 14)が推計した津波避難困難者の 2 倍の人口で

ある． 



2-2. 避難困難者対策の費用便益分析 

津波避難困難者をゼロにする対策として，高台移転

と津波避難タワー建設の 2 対策とし費用便益分析を行

う．高台移転は津波浸水想定区域外に移転し津波発生

時には被災しないとする．津波避難タワー建設は，津波

避難困難者全員が避難可能となる場所に避難タワーを

建設するとする．費用便益分析の項目を表２に示す．ま

た将来人口推計はコーホート要因法を用いた． 

表２ 避難困難者対策の費用便益項目 

 
高台移転 避難施設の建設 

国 市町村 住民  国 市町村 住民 

費

用 

補助対象事

業費 

住民

負担 

避難

施設 

建設

費 2/3 

建設費

1/3 
 

補

助

金 

残りの

事業費 

 
維持管

理費 
 

 更新費  

復旧 インフラ 私財 

便

益 

インフラ費

用の削減 

QOL17

)向上  

災害復旧費の削減 

式 NPV=∑(Ct-Bt)/(1+r)^t NPV=∑Ct/(1+r)^t 

宮崎県の二ツ立地区を対象に推計を行った．推計結

果を図 2 に示す． 

 

図 2 二ツ立地区の対策費用 

図 2より 2035年には移転費用の方が低くなることを

示した．これは将来，人口減少によって移転費用が低く

なることや，避難施設建設は便益がないのに対して移

転はインフラ維持管理費用や災害復旧費の削減，QOL

向上といった便益があることが挙げられる． 

3. まとめ 

全国の津波避難困難者を推計することができた．ま

た，津波避難困難者の対策として，宮崎県二ツ立地区に

おいて費用を比較し，2035 年には移転費用の方が低く

なることを示した．  

今回は，二ツ立地区を対象に費用便益分析を行った

が，今後は全国の津波避難困難地域を対象に避難対策

の費用便益分析を行い，より優先的に実施すべき対策

や対象地域を明らかにする． 
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